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　定例会には、学校の耐震化工事を前倒しするための補正予算など、補正予算案２件、条例案７件、 
一般議案８件、報告１３件、議員提出議案１件が提出され、承認、可決されました。また、請願書 
３件が不採択となりました。 
　なお、一般質問は７月２日と３日に１６人の議員が市政について、市の考え方をただしました。 
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議会では、予算や条例などの議案が審議され、多数決による採決によって議決されます。 
その流れは次の通りです。 
 

市議会の仕組み 

　提案された議案に対して、 
議員が本会議場で質疑を行う 
ことができます。 

　 本会議での質疑 

１ 

２ 

３ ４ 

　議案の内容と、提案した理 
由について提案者が説明をし 
ます。提案者は市長の場合が 
多いですが、議員も一定の条 
件があれば提案をすることが 
できます。 
 

　 本会議での提案理由説明 

　議会に提案される議案数は 
議会によって数は異なります 
が３０～５０件ぐらいの議案を審 
議します。それぞれの議案を 
丁寧に審議するために、内容 
によって役割分担し、議員で 
構成される※常任委員会の場 
で詳細な審査を行います。市 
民から出された請願もここで 
審査します。 
 

　最後に議員全員ですべての 
議案について多数決で採決を 
行います。 
 

※常任委員会（各委員会とも定員８人） 
　総務委員会　　　企画政策部、総務部、財政部、会計課、消防本部、監査事務局の所管に属する事項、 
　　　　　　　　　他の常任委員会の所管に属さない事項  
　文教経済委員会　市民生活部、文化スポーツ部、産業部、教育委員会の所管に属する事項  
　厚生委員会　　　健康福祉部、青少年子ども部、環境部、市民病院の所管に属する事項  
　建設委員会　　　まちづくり推進部、建設部、上下水道部の所管に属する事項 

　 本会議での採決 　 委員会審査 



条例案（7件） 

◆市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一 

部を改正する条例 

◆市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の 

一部を改正する条例 

　人事院による国家公務員の給与改定勧告に準じ、職 

員の給与に係る経過措置を半減後、平成２５年４月１日 

に廃止するものです。 

◆市税条例の一部を改正する条例【原案可決：全会一致】 

　地方税法の改正等により、規定を整備するものです。 

◆火災予防条例の一部を改正する条例  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　急速充電設備に係る基準を定めるものです。 

◆社会福祉施設条例及び福祉作業所条例の一部を改正 

する条例　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

◆国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

 

◆私立幼稚園就園奨励費の補助に関する条例の一部を 

改正する条例 

　補助金の額を次のとおり引き上げるものです。 

市民税所得割 
非課税世帯 

　市民税所得割 
　課税額が 
７７，１００円（現 
　行３４，５００　円） 
　以下の世帯 

　市民税所得割 
　課税額が 
２１１，２００円（現 
　行１８３，０００　円） 
　以下の世帯 

生活保護世帯 
現　行 

改正案 

現　行 

改正案 

現　行 

改正案 

現　行 

改正案 

第１子　 

２２３,２００ 

２２６,２００ 

１９３,２００ 

１９６,２００ 

１０９,２００ 

１１２,２００ 

４６,８００ 

４９,８００ 

第２子　 

２６４,０００ 

２６６,０００ 

２４９,０００ 

２５１,０００ 

２０７,０００ 

２０９,０００ 

１７５,０００ 

１７８,０００ 

第３子　 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

第２子　 

２４４,０００ 

２４７,０００ 

２２２,０００ 

２２４,０００ 

１５９,０００ 

１６１,０００ 

１１１,０００ 

１１４,０００ 

第３子　 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

３０３,０００ 

３０５,０００ 

区　　　分 

◆平成２４年度国民健康保険事業特別会計補正予算の専 

決処分の承認 

　前年度繰上充用金として、１３億２，０００万円を補正す 

る専決処分です。 

補正予算案（2件） 

◆新体育館新築工事（建築）の請負契約 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：賛成多数】 
　工　事　名　　新体育館新築工事（建築） 
　契 約 金 額　　３億３，２８５万円 
　契約の相手方　高柳・梶田特定建設工事共同企業体 
　工 事 内 容　　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造平屋建 
　　　　　　　　建築面積　２，２１３．９３m２ 
　　　　　　　　延べ面積　２，１５９．７３m２ 

◆神領保育園新築工事（建築）の請負契約 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 
　工　事　名　　神領保育園新築工事（建築） 
　契 約 金 額　　２億３，１９９万７，５００円 
　契約の相手方　TSUCHIYA株式会社春日井営業所 
　工 事 内 容　　鉄筋コンクリート造２階建 
　　　　　　　　建築面積　１，０６１．０１m２ 
　　　　　　　　延べ面積　１，８７３．９８m２ 

◆勝川公園雨水調整池築造工事の請負契約 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　工　事　名　　勝川公園雨水調整池築造工事 

　契 約 金 額　　３億２，８６５万円 

　契約の相手方　大幸・アサヒ特定建設工事共同企業体 

　工 事 内 容　　地下式雨水調整池　貯留量　５，０３２m３ 

一般議案（8件） 

小学校１年生から３年生までの子が同一世帯に 

いない場合 いる場合 

（単位：円） 

【承認：全会一致】 

◆平成２４年度一般会計補正予算 

　総額５，２２９万６，０００円の補正予算です。内訳は、小中 

学校の校舎等耐震補強工事実施設計費用３，２００万円な 

どであり、これにより、当初予算８７２億５，０００万円が 

８７３億２２９万６，０００円に増額されました。 

【原案可決：全会一致】 

【原案可決：全会一致】 【原案可決：全会一致】 

【原案可決：賛成多数】 

篠田公園雨水貯留施設築造工事　平成23年3月設置 
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請願審議（3件） 
　第３回定例会に、３件の請願が提出され、委員会に 
付託し、審査しました。その後、本会議で委員長の審 
査結果報告の後、採決し、その結果は次のとおりです。 

◆年金２．５％の削減をやめるよう国への意見書提出を 
求める請願書　　　　　　　　　　　　　　【不採択】 
 

◆年金支給年齢の引き上げをやめるよう国への意見書 
提出を求める請願書　　　　　　　　　　　【不採択】 

◆すべての高齢者に月額３．３万円の年金を支給し年金 
受給資格期間を短縮するよう国への意見書提出を求め 
る請願書　　　　　　　　　　　　　　　　【不採択】 

◆救急自動車の取得　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　平成１５年に取得した消防署（梅ヶ坪町）配備の災害 
対応特殊救急自動車を更新するものです。 
　取 得 価 格　　２，５５７万８，０００円 
　契約の相手方　愛知トヨタ自動車株式会社春日井営 
　　　　　　　　業所 

◆救急自動車の取得　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　平成１５年に取得した東出張所（藤山台１０）配備の高 
規格救急自動車を更新するものです。 
　取 得 価 格　　２，５５７万８，０００円 
　契約の相手方　愛知トヨタ自動車株式会社春日井営 
　　　　　　　　業所 

◆（仮称）町屋ちびっ子広場用地の取得 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　場　　　所　　町屋町字町屋３８９７番１１ほか２筆 
　面　　　積　　５，８４９．６０m２ 
　取 得 価 格　　３億９，５８４万３，０７８円 
　契約の相手方　春日井市土地開発公社 

◆財産の処分　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　場　　　所　　松新町１丁目４番地 
　物　　　件　　建物（ルネックビル）２階の一部と 
　　　　　　　　４階及び５階の専有部分の床面積 
　　　　　　　　１，６０７．８２m２のうち３２６．００m２並びにこ 
　　　　　　　　れに係る共用部分 
　処 分 価 格　　３，１２１万６，５００円 
　契約の相手方　勝川開発株式会社 

◆損害賠償の額の決定　　　　　【原案可決：全会一致】 

　損害賠償の額　２４１万９，９２６円 
　事故の概要　　下原住宅用地隣接地内における自動 
　　　　　　　　車破損事故 
 

議員提出議案（1件） 

　７月５日に意見書１件を議員提案し、原案のとおり 

可決した後、地方自治法第９９条の規定により関係行政 

機関へ提出しました。その全文は次のとおりです。 

◆基地対策予算の増額等を求める意見書 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原案可決：全会一致】 

　基地施設周辺の市町村は、基地所在に伴う諸問題の 

解決に向けて鋭意努力しているところである。 

　しかし、基地関係市町村は、長期に渡る景気低迷に 

よる地域経済の著しい疲弊や、基地所在に伴う特殊な 

財政需要の増大等により大変厳しい財政状況にある。 

　こうした基地関係市町村に対しては、これまで総務 

省所管の固定資産税の代替的性格を基本とした基地交 

付金（国有提供施設等所在市町村助成交付金）及び米 

軍資産や住民税の非課税措置等の税財政上の影響を考 

慮した調整交付金（施設等所在市町村調整交付金）が 

交付されている。 

 

　基地交付金・調整交付金については、基地所在によ 

る特別の財政需要等にかんがみ、固定資産税の評価替 

えの翌年度において、平成元年度より 3年ごとに増額 

されてきた経緯がある。 

　また、自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用に 

より生ずる障害の防止・軽減のため国の責任において 

防衛省所管の基地周辺対策事業が実施されている。 

　よって、国におかれては、基地関係市町村の実情に 

配慮して次の事項を実現されるよう強く要望する。 

１　基地交付金及び調整交付金については、今年度は 

　固定資産税の評価替えの年度にあたるため、これま 

　で３年ごとに増額されている経緯を十分踏まえ、平 

　成２５年度予算において増額するとともに、基地交付 

　金の対象資産を拡大すること。 

２　基地周辺対策経費の所要額を確保するとともに、 

　各事業の補助対象施設及び範囲の拡大等の適用基準 

　の更なる緩和を図ること。 
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　　　　国民健康保険事業は、ジェネリック医薬品利用差 
額通知など新たな医療費適正化を開始するとともに、収納 
体制をより強化するなど、様々な健全化対策を実施してい 
ます。保険税率等の見直しについては、今後、繰入金の考 
　　　　　　　　　　　　え方、各市の比較、医療費や特 
　　　　　　　　　　　　定健診の状況などについて、分 
　　　　　　　　　　　　析するとともに、被保険者委員 
　　　　　　　　　　　　を含む国民健康保険運営協議会 
　　　　　　　　　　　　にも意見を求めながら検討して 
　　　　　　　　　　　　いきます。 

【答弁】 

　　　　公共施設の維持管理については、現在、それぞれ 
所管する部署が保全計画などを策定し、効率的に実施して 
います。しかし、中長期を展望した場合、既存施設の延命 
化を図るとともに、施設の統廃合による再配置なども視野 
に入れた総合的な公共施設マネジメントが必要になってく 
　　　　　　　　　　　　　　ると認識しており、先進自 
　　　　　　　　　　　　　　治体の取組事例を参考にし 
　　　　　　　　　　　　　　ながら、総合的な指針につ 
　　　　　　　　　　　　　　いて調査研究をしていきま 
　　　　　　　　　　　　　　す。 

【答弁】 

　　　　平成23年度の登下校時の交通事故は３件で、いず 
れも大事には至っていません。毎年、各学校が校区の危険 
箇所の点検を行い、改善要望を提出することで、学校、教 
育委員会、市関係課、警察署が情報を共有し、連携して安 
全対策の推進を図っています。また、警察署が導入を検討 
中のゾーン30について、市としても 
早期の導入を要望します。カラー舗 
装等についても関係機関と協議を進 
めるとともに、市内事業所へ通学路 
となっている生活道路への通行自粛 
を呼びかけていきます。 

【答弁】 

　　　　このところ通学途中の児童を巻き込んだ事故が 
相次いでおり、国においても「通学路の安全は国を挙げ 
て取り組むべき喫緊の課題」としている。春日井市の通 
学路の安全確保に向けた取り組みについて、登下校時の 
事故状況及び通学路に潜む危険箇所の点検状況について 
問う。また、ゾーン３０あるいは交差点等のカラー舗装化 
を含めた新たなる通学路の安全対策について問う。 

　　　　本市では、４０年以上経過した建築物が多数あ 
り、耐用年数が迫ってきている。今後公共施設の更新 
や維持管理に充当できる予算は、厳しい状況が予想を 
され、多くの費用が見込まれる施設・設備の更新が大 
きな課題である。予算の平準化、施設の長寿命化・縮 
小・統合の検討など、公共施設マネジメント指針・計 
画策定が重要と考えるが、本市の考えを問う。 
 

質　問 

質　問 

　　　　生活者の家計は厳しくなるばかりである。市 
政方針に「保険税率の見直しを検討」とあるが、これ 
は値上げという意味か。これ以上の値上げは、滞納者 
が増えて国保財政は更に悪化する。行政は、被保険者 
に負担を押し付けないように必死に努力をする必要が 
ある。約４２％もの軽減対象者世帯があるのが現状で、 
国運協以外の当事者の声はどこで反映されるのか。 

質　問 

質問者　末永　けい 

これ以上の国保税の負担増を避ける 
方策について 

質問者　安達　かよ 

通学路の安全確保に向けた取り 
組みについて 

質問者　小原　はじめ 

公共施設のマネジメントについて 

担当　保険医療年金課 

担当　学校教育課・交通対策課 

担当　企画政策課 

その他の　　 ●車の「春日井ナンバープレート」を導入して春日井をＰＲすることについて　●市行政の予算編成過程を公表し、市民の参加意識を高めるこ　 
質問事項　　 とについて　●春日井駅周辺を活性化させるビジョンについて　●公正な競争を担保し、税金のムダ遣いに終止符を打つことについて 

市政全般にわたる問題について質問します 

　今回の定例会では、16人の議員が市の考え方や方針など、市政全般にわたり、30項 
目の一般質問を行いました。一般質問は、市当局に対し施策・事業などの現状や将来 
計画の考え方など、市民に密着した問題をただすため行うものです。 
　各議員の質問と当局の答弁を、要旨で掲載しています。 
（一般質問については、質問者から提出された原稿で掲載しています。） 道風くん 



　　　　地方交付税制度につきましては、国に対し、平成 
23年度に全国市長会が、「恒常的な地方交付税の財源不足 
については、臨時財政対策債によることなく、地方交付税 
の法定率の引き上げ等により 
解消を図ること」といった内 
容の提言を行っており、本市 
においてもこの提言のとおり、 
国の責任で実行してほしいと 
考えています。 

【答弁】 

　　　　地方交付税は所得税など国税５税の一定割合 
を地方に配分する制度であるが、最近は税収が不足し 
各自治体の必要額に達しない。本市では本来の地方交 
付税額よりはるかに少ない１３億円しか見込めない。そ 
の不足分を「臨時財政対策債」として借入れるため、 
この残高も増えている。この破綻寸前の「地方交付税 
と臨時財政対策債」の制度について市の考えを問う。 

質　問 

質問者　あさの　登 

4

5

6

7

　　　　段差を設けるハンプは速度抑制には効果がありま 
すが、騒音・振動の発生、設置場所の選定、附近住民の理 
解など、調査・検討をしなければならないことがあり、現 
時点では予定しておりません。最近では交差点をカラー舗 
　　　　　　　　　　　　装化し、運転者が交差点に近づ 
　　　　　　　　　　　　いていることを認識し易くする 
　　　　　　　　　　　　方法もありますので、ハンプな 
　　　　　　　　　　　　どを含め公安当局とも協議しな 
　　　　　　　　　　　　がら、総合的な交通安全対策に 
　　　　　　　　　　　　努めていきます。 

【答弁】 

　　　　　平成23年度は延べ 925 件で、うち新規は53件で 
す　親権濫用に毅然と対処できることや状況により親権を 
元に戻すといった弾力的な運用が期待されます　本市では 
「子はかすがい、子育てはかすがい」という思いで、切れ 
目のない支援と環境の整備に取り組んでいます。中でも乳 
幼児期の支援の充実により、保護者の孤立や不安の軽減が 
　　　　　　　図られ、虐待の未然防止にもつながると考 
　　　　　　　えます　オレンジリボンをシンボルとする 
　　　　　　　「子ども虐待のない社会の実現」を目指し 
　　　　　　　て啓発カードを作成するなど、子どもの見 
　　　　　　　守りと通告の呼びかけを続けます。 

【答弁】 

　　　　本市では、災害に強い安全・安心なまちづくりに 
向け、面的な整備である土地区画整理事業や狭あいな道路 
の拡幅等を行う街づくり支援制度など、防災機能の向上を 
目指した取り組みを計画的に進めています。また、消防バ 
イクは震災直後の道路状況では、 
機動力は発揮できると考えてい 
ますが、広域災害の発生状況下 
では、消防は消火、救助を最優 
先して行動することが求められ 
ていることから、現在は消防バ 
イクの導入を考えておりません。 

【答弁】 

　　　　私たちを取り巻く環境は、東海・東南海・南 
海地震の３連動に加えて、４連動、５連動の発生が言 
われています。地震による災害時の木造住宅の倒壊、 
火災による延焼を防ぐ密集地の解消について問う。次 
に本市では、直下型地震を想定した防災・減災を図る 
なかで、災害時の情報収集や初期消火に効果を発揮す 
る消防バイク隊の導入について問う。 

　　　　民法の改正により４月から「親権の一時停止」 
が可能になり、虐待をする親が子どもの保護を拒否する 
ケースに対応できるようになりました。そこで　児童虐 
待相談件数と内容について　４月の民法改正の効果につ 
いて　子育て支援のトータル的なシステムの構築につい 
て　子ども虐待防止オレンジリボン運動をどのように行 
っているか又今後の更なる取り組みについて問う。 

質　問 

質　問 

地方交付税と臨時財政対策債について 

質問者　長縄　典夫 

児童生徒、市民生活を守る道路整備、 
路面段差舗装（ハンプ）について 

質問者　佐々木　圭祐 

災害時の密集市街地の対策について 

質問者　石原　めいこ 

児童虐待ゼロを目指して、更なる 
取り組みについて 

担当　財政課 

担当　道路課 

担当　都市政策課・消防総務課 

担当　子ども政策課 

その他の　　 ●法定外の税について 
質問事項　　　　　 

その他の　　 ●防災・減災対策について 
質問事項　　  

その他の　　 ●成年後見人推進事業について 
質問事項　　  

　　　　平成２４年４月、京都府亀岡市で登校中の小学 
生ら１０人がはねられ、３人が重体となる痛ましい悲惨 
な事故が起きました。街なかの生活道路を自動車では 
なく、児童生徒、生活者中心に整備することが求めら 
れています。そこで、居眠りやわき見運転、走行速度 
を抑える効果があるといわれている路面をカマボコ状 
に盛り上げる段差舗装等の試行など考え方を問う。 

質　問 

２ 

３ 

４ 

１ 

3
2

1

4
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１０ 
　　　　　環境家計簿、省エネナビの利用などによるCO２ 
見える化や緑のカーテンの推進、エコライフＤＡＹの制定 
など、家庭や事業所におけるエネルギー利用の見直しや省 
エネルギー行動の促進を図ってい 
きます　ネガワットの考え方をわ 
かりやすく表した啓発チラシを環 
境啓発イベント等で配布するとと 
もに、ホームページ等を活用し広 
く啓発していきます。 

【答弁】 

　　　　「ネガワット」とは、使われなかった電力と 
いうことである。節電によって使われなかった電力は 
新たに電力を生み出したものと同じであるという考え 
方。本年３月策定した地球温暖化対策実行計画に盛り 
込まれた　省エネルギー行動の促進について　ネガワ 
ットに基づく考え方の普及啓発について、それぞれの 
具体的取組みを問う。 

質　問 

質問者　後藤　正夫 

担当　環境政策課 

　　　　通学路の安全対策の要望については、警察署等の 
関係機関と現地調査を行い、各機関で対策に取り組んでい 
ますが、対応に時間を要する場合は、啓発看板の設置によ 
り注意を呼びかけています。また、小学校の安全情報共有 
会議、中学校ブロックの生徒指 
導連絡協議会などに、ＰＴＡ、 
地域住民、警察等が参加し、情 
報交換が行われており、こうし 
た会議において、通学路の安全 
に関する情報の共有を図ってい 
きます。 

【答弁】 

　　　　通学路における交通死傷事故が全国的に多発 
していることから、本市での通学路安全対策における 
関係部署の対応状況と取り組みについて問う。また各 
部署の対応からさらに情報を共有しあい、チーム力を 
活かすための教育委員会、学校、警察、道路管理者、 
保護者や専門家等関係者が一堂に会する通学路安全対 
策協議会（仮称）の設置について問う。 

質　問 

質問者　田口　よしこ 

通学路安全対策について 

災害に備える対策について 

ネガワットに基づく考え方の普及啓発について 

担当　 交通対策課・学校教育課 

　　　　国は、庄内川で２箇所の河道掘削と４箇所の護岸 
工事を、県は、八田川の南花長橋付近の堤防嵩上工事を５ 
月末までに完了しました。また、災害時の避難勧告等の情 
報は、ホームページ、メール配信、区町内会長等への電話、 
　　　　　　　　　　大音量スピーカーの広報車により伝 
　　　　　　　　　　達します。浄化センターへのスピー 
　　　　　　　　　　カー設置については、整備費用や情 
　　　　　　　　　　報の伝わる範囲など、導入の可否に 
　　　　　　　　　　ついて今後調査研究をします。 

【答弁】 

　　　　昨年９月の台風１５号の影響で庄内川が増水、 
その影響で八田川が溢れて越水し、大きな被害を出し 
た。河川の河床掘削や護岸工事はどこまで進んでいる 
のか。また、災害時における市民への的確な情報伝達 
の取り組みと、勝西浄化センターなどの公共施設に放 
送機能のあるスピーカーを設置して、近隣に緊急情報 
を伝達することの考えを問う。 
 

質　問 

質問者　長谷川　健二 

担当　河川排水課・市民安全課 

8

9

１ ２ 

　市議会の本会議や委員会は傍聴することができます。 
　皆さんも是非、議会の傍聴にお越しください。 
　また、本会議の開会中は市役所１階市民ホールに設置したテレビで、本会議の様子をご覧になることもでき 
ます。 
【本会議を傍聴される方】 
　本会議は通常午前１０時に開会します。傍聴を希望される方は本庁舎５階の議場傍聴席 
入口にお越しください。定員は８８人で、うち車いす席は６席です。 
【委員会を傍聴される方】 
　常任委員会は通常午前９時に開会します。当日の午前８時３０分から午前８時４５分まで 
に市役所３階議会事務局にお越しください。定員は５人で定員を超えた場合は抽選によ 
り決定します。 

傍 聴 の お 知 ら せ 

2

1
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１４ 
　　　　保護率は、人口千人当たり名古屋市が 20．83、一 
宮市が8．07、豊橋市が6．90、岡崎市が5．89、豊田市が5．87、 
小牧市が7．43、本市が9．64です。緊急の小口資金貸付けに 
ついては、引き続き食料品などの現物給付で対応していき 
ます。孤立世帯に対しては、見守りの多様化を図るため、 
民生委員や地域包括支援セ 
ンターを始め、ライフライ 
ン事業者などで構成する孤 
立死対策検討会議を設置す 
るよう準備を進めています。 

【答弁】 

　　　　私が係わった相談では深刻な事例が増えてい 
ます。そこでは生活保護が最後に助けてくれる制度と 
して役立っています。国は芸人攻撃を利用して保護制 
度改悪を進め、責任を放棄し国民の自助・共助にすり 
替えています。我が市と県内主な市の生活保護受給率 
について。他市の例も参考に緊急の小口資金貸し付け 
について。餓死・孤立死をださない取組について問う。 
 

質　問 

質問者　宮地　ゆたか 

生活保護行政と孤立死を出さない 
取り組みについて 

担当　生活援護課・高齢福祉課 

再生可能エネルギーについて 
　　　　市では、本年 3月に「春日井市地球温暖化対策実 
行計画」を策定し、基本方針の一つとして市の地域特性を 
　　　　　　　　　考慮した再生可能エネルギー導入を推 
　　　　　　　　　進することとしています。メガソーラ 
　　　　　　　　　ーについては、一定規模のまとまった 
　　　　　　　　　土地が必要となること、また、立地基 
　　　　　　　　　準や景観並びに近隣の住環境への影響 
　　　　　　　　　など整理すべき課題もあるため、実施 
　　　　　　　　　目標期間を長期に位置付け調査・研究 
　　　　　　　　　していきたいと考えています。 

【答弁】 

　　　　春日井市は、名古屋市に隣接し利便性の高い 
地域であるが、再生可能エネルギーを活用するための 
メガソーラーを設置する本格的な過疎地が無い。そこ 
で、市が所有する大規模な駐車場等にメガソーラーを 
設置することで、土地の有効利用にもなり、名所旧跡 
の少ない春日井市にとっては、小野道風とともに宣伝 
にも役立つと思うが、その考えを問う。 

質　問 

質問者　熊野　義樹 

担当　環境政策課 １３ 

その他の　　 ●基地周辺住民の苦難と防衛大綱にかかわって 
質問事項　　  

　　　　高齢者の方が、住み慣れた家庭や地域で安心して 
暮らすためには、できる限り要介護状態にならないことが 
重要と考え、地域包括支援センターや医療機関などで様々 
な介護予防事業を実施しています。また、本年度から身近 
な場所で気軽に社会参加し交流できるよう介護予防活動支 
援事業を開始し、地域の自主的な活動を促進しています。 
介護支援ボランティア制度につい 
ては、有償ボランティアの捉え方 
が自治体によって様々であり課題 
もあることから、今後も調査研究 
を進めていきます。 

【答弁】 

　　　　市内の介護認定者は、昨年度４８３人増加し 
９，０２４人となり介護給付費も高齢化と共に増えていま 
す。今後増え続ける介護給付費を少しでも抑える為、 
財源を増税に頼る事のないように、介護認定を受けな 
くても良い元気な老人でいてもらう為の介護予防策と 
介護支援ボランティア制度の導入について問う。 

質　問 

質問者　加藤　たかあき 

介護予防について 担当　介護保険課 １２ 

　　　　デジタル化することにより、音声だけの伝達では 
なくデータ通信機能が可能となり、各種災害情報の伝達が 
可能となるほか、プライバシーの保護、更には、チャンネ 
ルが増えることで無線の混信が解消できます。また、消防 
　　　　　　　　　　　　　団の無線機は、災害時、消防 
　　　　　　　　　　　　　本部との情報の共有を図るう 
　　　　　　　　　　　　　えにおいて必要不可欠である 
　　　　　　　　　　　　　ことから、無線のデジタル化 
　　　　　　　　　　　　　への移行を機に、双方が交信 
　　　　　　　　　　　　　可能な無線機の積載を検討し 
　　　　　　　　　　　　　ていきます。 

【答弁】 

　　　　消防無線の更新、デジタル化に向けて現在準 
備が進められている。これによってどのようなことが 
できるようになるのか詳細を問う。現在、公設消防団 
の消防車の無線機は受信専用となっている。本部への 
連絡は携帯電話を使用するが、災害時には使用できな 
い恐れがある。消防無線の更新にあわせて消防団の無 
線を通信可能なものにすべきと考えるが、所見を伺う。 

質　問 

１１ 

質問者　伊藤　建治 

担当　通信指令室 消防無線について 

その他の　　 ●放射能測定について　●災害支援制度について　●農地保全について　 
質問事項　　 ●下水道一部負担金について　●弥勒山・道樹山登山コースについて 
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　第３回の定例会では、請願や各種の議案審議を始 

め、16人の議員が一般質問をし、活発な議論が展開 

されました。 

　国においても、国民生活にかかわる様々な問題が 

議論されており、先行きの不透明感はありますが、 

市議会といたしましては、軸足をしっかりと市民生 

活の向上に置き、市民の皆様のお声に耳を傾け、コ 

ミュニケーションを大切にしながら、様々な問題解 

決にむけて精一杯努力を重ねてまいります。 

　夏の真っ最中でありますが、夏の風物詩に心寄せ 

ながら心身共に健やかな毎日をおすごしください。 

　　　　　　　　　　　　　　　　編集委員一同 

 

編 　 集 　 後 　 記  

担当　企画政策課 

▽９月１０日（月）１０：００～　本会議（提案理由説明） 

▽９月１２日（水）１０：００～　本会議（質疑、委員会付託） 

▽９月１４日（金）　９：００～　文教経済委員会 

▽９月１８日（火）　９：００～　厚生委員会 

▽９月１９日（水）　９：００～　建設委員会 

▽９月２０日（木）　９：００～　総務委員会 

▽９月２５日（火）１０：００～　本会議（一般質問） 

▽９月２６日（水）１０：００～　本会議（一般質問） 

▽９月２８日（金）１０：００～　本会議（採決） 

※議事の都合により、日程が変更になる場合があり 

　ます。 

問い合わせ　議事課（　85－6492） 

平成２４年第4回定例会予定 

その他の　　 ●第五次春日井市総合計画の見直しについて　 
質問事項 

〒４８６－８６８６　愛知県春日井市鳥居松町５－４４　　（０５６８）８１－５１１１（代） 

　　　　中京都構想については、具体像が明らかにされて 
おらず、最近では愛知県知事と名古屋市長とがそれぞれ異 
なる見解を示しているとの報道もされています。  
　現時点では、考えを整理 
する材料が与えられていな 
いことから、その議論を注 
視していくこととしていま 
す。 
 

【答弁】 

　　　　大村秀章・河村たかし両氏は、「世界と闘え 
る愛知・名古屋とする」ため、「中京都」の創設を掲 
げた。そのねらいは、県や名古屋市の権限や財源を合 
体し、大企業誘致を促進するための大型インフラを整 
備するものだ。この考え方は、地方自治体を財界・大 
企業に都合のよいしくみにつくり変えようというもの 
だ。「中京都」構想についての見解を問う。 

質　問 

質問者　内田　　謙 

１６ 大都市問題について 

市議会だよりのホームページアドレス　http://www.city.kasugai.lg.jp/shigikai/dayori.html

　　　　春日井市の小中学校は 316 棟の校舎等があり、建 
築から30年以上を経過した建物が約75％を占めています。 
現在は、急務となっている耐震補強工事を、平成26年度の 
完了を目指して進めており、屋根の防水、外壁の修繕等も 
　　　　　　　　　　　　同時に実施しています。今後は、 
　　　　　　　　　　　　中長期的視点から建物の長寿命 
　　　　　　　　　　　　化を図るため、年度ごとの修繕 
　　　　　　　　　　　　計画などを作成し、改修等を実 
　　　　　　　　　　　　施していくことが必要と考えて 
　　　　　　　　　　　　います。 

【答弁】 

　　　　学校とは未来を担う子どもたちが豊かな人間 
性を育むのにふさわしい十分な安全性、防災性、衛生 
的な環境を備えた安全、安心な施設でなければならな 
い。しかし我が市においては建築から５０年を経過した 
学校もあり、施設の老朽化が進み、その対策は喫緊の 
課題である。長期的な視野に立って修繕計画もしくは 
整備計画を作り対策に取りかかるべきではないか。 

質　問 

１５ 

質問者　内藤　富江 

教育問題について 担当　教育総務課 


